
事業

No
交付対象事業の名称 事業の概要（目的・効果）

事業開始

年月

事業完了

年月

総事業費

（千円）

交付金

充当経費

（実績）

（千円）

事業進捗 成果目標 実績・効果検証

1

住民税非課税世帯支

援給付金事業（定額

減税不足額給付金事

業）

物価高が続く中で低所得世帯への支

援を行うことで、低所得の方々の生

活を維持する。

（令和６年分所得税及び定額減税の

実績額等が確定したのち、令和６年

に実施している定額減税しきれない

と見込まれる方への給付に不足のあ

ることが判明した方等の支援を実

施。）

R7.4.1 R8.1.8 55,277 55,277 完了

対象者に対して令和

７年９月までに支給

を開始する。

【実績】

定額減税不足額給付金 52,310千円（1,962

人）

事務費 2,967千円

【効果検証】

給付金を支給することで、物価高騰の影響

を受ける低所得世帯等に対し、経済的な負

担軽減を図ることができた。

5
高齢者商品券配付事

業費

物価高騰による高齢者（65歳以上）

の経済的負担を軽減するために、食

料品等の購入に使用できる商品券を1

人につき10千円分を配付し、高齢者

の生活を支援する。

R8.1.5 R8.9.15 40,000 40,000 完了 商品券の使用率90％

【実績】

商品券換金分  68,201千円

事務費  3,273千円

（うち令和７年度交付金対象40,000千円）

【効果検証】

物価高騰の影響を受ける高齢者に対し、商

品券を配付することで、経済的な負担軽減

を図ることができた。

6

公共交通事業者燃

料・資材等価格高騰

対策支援事業費補助

金

住民の移動手段である公共交通機関

の維持を図るため、燃料価格高騰の

影響を受ける交通事業者（鉄道事業

者）に、電気料金や資材価格高騰分

を支援する。

R7.4.1 R8.3.31 3,807 3,807 完了
価格高騰による事業

中断0件

【実績】

富山地方鉄道への補助金  3,807千円

【効果検証】

燃料高騰の中でも鉄道事業の運営を維持す

ることができ、事業の中断はなかった。

7 第2子保育料免除事業

物価高騰等により経済的影響を大き

く受けている子育て世帯の負担軽減

のため、第2子の保育料を無償化す

る。

R7.4.1 R8.3.31 13,341 12,000 完了

約70人の第２子の保

護者負担分を無償化

することで経済的支

援を行う。

【実績】

69人の第２子の保護者負担分の保育料

13,341千円を無償化

【効果検証】

第２子保育料を無償化することで、子育て

世帯への経済的な負担軽減を図ることがで

きた。

8 学校給食費助成事業

物価高騰等により経済的影響を大き

く受けている子育て世帯の負担軽減

のため、町内の町立小中学校に通う

小・中学生の給食費を無償化する。

R7.4.7 R8.3.24 45,496 43,893 完了

町内の小中学校へ通

う児童生約1,060人

の給食費保護者負担

分を無償化すること

で経済的支援を行

う。

【実績】

町内の小中学校へ通う児童生徒1,061名の給

食費を無償化（11か月で延べ11,659名）

【効果検証】

給食費を無償化することで、子育て世帯へ

の経済的な負担軽減が図ることができた。

9
町外通学児童生徒学

校給食費助成事業

　物価高騰等により経済的影響を大

きく受けている子育て世帯の負担軽

減のため、町外の小中学校に通う児

童生徒の給食費の保護者負担に対し

て助成する。

R7.4.1 R8.3.31 1,091 800 完了

町外の小中学校へ通

う児童生徒約27人の

給食費保護者負担分

を助成することで経

済的支援を行う。

【実績】

町外の小中学校へ通う児童生徒24名に、給

食費の保護者負担に対する補助金1,091千円

を交付

【効果検証】

給食費への助成を行うことで子育て世帯へ

の経済的な負担軽減が図ることができた。

10
病院事業会計繰出金

事業

電気料、燃料価格高騰による医療体

制への影響緩和を目的として、病院

事業会計への繰出を行う。

R7.4.1 R8.3.31 10,144 10,144 完了

1年分（令和7年4月

～令和8年3月）の電

気料高騰相当分を繰

り出す。

【実績】

繰出金10,144千円

（電気料高騰額の約40％を補填）

【効果検証】

院内の適切な環境確保や高度医療機器に係

る電気料の高騰に対応したことで、地域の

医療体制への影響を抑えることができた。

11

公共交通事業者価格

高騰対策支援事業費

補助金

住民の移動手段である公共交通機関

の維持を図るため、燃料価格高騰の

影響を受ける交通事業者（タクシー

業者）への支援を行う。

R7.4.1 R8.3.31 380 380 完了
価格高騰による事業

中断0件

【実績】

タクシー事業者２社への補助金  380千円

【効果検証】

タクシー事業者の燃料高騰による負担軽減

を図ることができ、公共交通事業を維持し

継続することができた。
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12 水道料金減免事業

物価高騰よる住民等の負担を軽減す

るため、水道料金の基本料金とメー

ター使用料を３か月間減免する（公

共施設を除く）。

R7.12.1 R8.3.31 41,224 41,120 完了

物価高騰下における

住民及び事業者への

支援を目的に、水道

基本料金を3か月間

減免とする。

【実績】

３か月延べ22,391世帯の水道基本料金等

41,224千円を減免

【効果検証】

水道基本料金等３カ月分を減免すること

で、物価高騰の影響を受ける住民等の経済

的な負担軽減が図ることができた。

13
在宅要介護者等おむ

つ給付事業

 物価高騰による要介護者等の負担を

軽減するために、おむつ券を配付す

る。

R8.1.8 R8.5.21 1,121 819 完了
おむつ券の使用率

90％

【実績】

145人の要介護者等が1,089千円分のおむつ

券を使用

事務費（おむつ券印刷費）32千円

【効果検証】

おむつ券を配付することで、物価高騰の影

響を受ける要介護者等の経済的な負担軽減

を図ることができた。

14
農業資材等価格高騰

緊急対策事業

物価高騰により経済的な影響を受け

ているさといも販売農家に対し、農

業用資材等の購入費の一部を補助す

る。

R8.2.16 R8.3.31 1,720 1,720 完了
補助金執行率

100％

【実績】

さといも販売農家34経営体に対し、補助金

1,720千円を交付

【効果検証】

農業用資材等の購入費の一部を補助するこ

とで、物価高騰の影響を受けるさといも販

売農家の、経済的な負担軽減を図ることが

できた。

15
飼料価格高騰経営安

定緊急支援事業

 物価高騰により経済的な影響を受け

ている畜産農家に対し飼料購入費の

一部を補助する。

R8.1.22 R8.3.31 3,499 3,499 完了
補助金執行率

100％

【実績】

畜産農家３経営体に補助金3,499千円を交付

【効果検証】

飼料費高騰分の一部を補助することで、物

価高騰の影響を受ける畜産農家の、経済的

な負担軽減を図ることができ、経営維持に

つなげることができた。
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